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別紙のとおり

農山漁村地域整備計画

森林基盤の整備及び山地災害防止による防災安全度の向上（第４期）

鳥取県

鳥取市、倉吉市、米子市、境港市、岩美町、八頭町、若桜町、智頭町、三朝町、湯梨浜町、北栄町、琴浦町、大山町、日吉津村、
南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府町

令和７年度～令和１１年度

　国産材需要の低迷、経営コストの上昇、林業従事者の減少と高齢化等に起因して林業生産活動が全般にわたって停滞し、適
正な森林管理が失われつつあり、森林の荒廃が進んでいる。森林の荒廃は、森林の持つ水源かん養機能や土砂災害発生防止
機能等の低下を招くため、森林整備の推進は喫緊の課題となっている。また、近年は花粉症対策に対する社会的要請も高まっ
ている。
　そこで、森林施業の基盤となる骨格的な林道を整備することにより、森林整備を推進するとともに、山村地域の生活環境の改
善を図る。また、適正な森林整備を実施することにより、森林の有する多面的機能（農業用水の安定的供給、濁水緩和等による
漁場保全効果等）の維持発揮と山村地域の健全な発展を図りながら、荒廃、崩壊した森林の再生やその予防等を通じて地域の
安全度の向上を図る。加えて、花粉症対策苗等への植替えなどの花粉発生源対策を推進していく。

　上流域の森林の重点整備により森林からの土砂の流出を軽減させ、林道利用区域面積の5％以上の森林整備を実施する。ま
た、山地災害危険地区の工事実施を進め山地災害を未然に防止することにより、安全度（整備率）1％の向上を図る。併せて、花
粉発生源林の植替面積の増加（286ｈａ）を図る。

※指標の考え方
　林道の開設路線毎に、R７年度～R１１年度までの利用区域内の森林整備面積を各路線の利用区域面積で除し、森林整備の
実施割合を算出し事業の達成状況を確認する。
　農業用水水源地域保全整備事業及び漁場保全関連特定森林整備事業に係る基本方針において保全対象となっている貯水池
及び漁場について、上流部の森林における整備の実施の有無により達成状況を確認する。
　また、R７年度～R１１年度までの山地災害危険地区の整備済箇所数を全地区数で除して整備率を算出し、達成状況を確認す
る。
　併せて、R７年度～R１１年度までの花粉発生源林の植替面積の実績を確認する。



（別紙）

備考

7 ～ 8

7 ～ 7

9 ～ 11

9 ～ 11

9 ～ 11

7 ～ 8

8 ～ 11

7 ～ 7

7 ～ 11

7 ～ 10

7 ～ 8

7 ～ 8

7 ～ 7

7 ～ 8

7 ～ 8

7 ～ 8

8 ～ 10

7 ～ 9

8 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 7

7 ～ 11

8 ～ 10

8 ～ 11

7 ～ 7

7 ～ 8治山事業 林地荒廃防止事業 板井原地区 鳥取県 日野町 渓間工一式 352,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 実光地区 鳥取県 三朝町 山腹工一式 30,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 秋縄地区 鳥取県 日野町 渓間工一式 14,400
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 茂田地区 鳥取県 八頭町 渓間工一式 23,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 若宮地区 鳥取県 三朝町 山腹工一式 20,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 大背地区 鳥取県 智頭町 渓間工一式 53,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 三浦地区 鳥取県 八頭町 渓間工一式 55,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 畑池地区 鳥取県 伯耆町 渓間工一式 45,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 大倉地区 鳥取県 伯耆町 渓間工一式 70,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 曹源寺地区 鳥取県 三朝町 渓間工一式 37,810
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 石脇地区 鳥取県 湯梨浜町 防潮護岸工一式 50,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 長和瀬地区 鳥取県 鳥取市 山腹工一式 13,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 大瀬地区 鳥取県 三朝町 渓間工一式 70,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 刈地地区 鳥取県 鳥取市 渓間工一式 6,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 下坂本地区 鳥取県 鳥取市 山腹工一式 8,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 立川地区 鳥取県 鳥取市 山腹工一式 35,500
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 安蔵地区 鳥取県 鳥取市 渓間工一式 29,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業
予防治山事業（山地災害危険
地区等の調査）

鳥取県内 鳥取県

鳥取市、岩美
町、八頭町、
智頭町、若桜
町、倉吉市、
湯梨浜町、三
朝町、琴浦

町、北栄町、
米子市、大山
町、伯耆町、
南部町、日野
町、日南町、

江府町

山地災害危険地区
見直し調査

20,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 予防治山事業 豊房２地区 鳥取県 大山町
渓間工一式
山腹工一式

250,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 予防治山事業 露谷地区 鳥取県 鳥取市 渓間工一式 57,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 予防治山事業 祇園町地区 鳥取県 米子市 山腹工一式 120,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 予防治山事業 美成地区 鳥取県 鳥取市 山腹工一式 60,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 予防治山事業 森坪地区 鳥取県 鳥取市 山腹工一式 40,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

山腹工一式 15,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 予防治山事業 江波地区 鳥取県 鳥取市 渓間工一式 60,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

費用対効果

（工種及び数量）（地区名） （千円）

治山事業 予防治山事業 下味野地区 鳥取県 鳥取市 渓間工一式 106,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 予防治山事業 湯山地区 鳥取県 鳥取市

事業名

事業型 事業実施主体 関係市町村

計画期間内 計画期間内

事業箇所名 の事業内容 の総事業費工期

農山漁村地域整備計画の対象事業



備考費用対効果

（工種及び数量）（地区名） （千円）

事業名

事業型 事業実施主体 関係市町村

計画期間内 計画期間内

事業箇所名 の事業内容 の総事業費工期

7 ～ 9

7 ～ 7

7 ～ 8

7 ～ 7

8 ～ 11

8 ～ 9

7 ～ 8

8 ～ 9

7 ～ 8

効果促進事業 - 鳥取県内 鳥取県

鳥取市、岩美
町、八頭町、
智頭町、若桜
町、倉吉市、
湯梨浜町、三
朝町、琴浦

町、北栄町、
米子市、大山
町、伯耆町、
南部町、日野
町、日南町、

江府町

長寿命化計画策定
3流域

8 ～ 11 322,000
効果促進事業のため
未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 柿原地区 鳥取県 江府町 山腹工一式 40,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 深山口地区 鳥取県 江府町 渓間工一式 39,500
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 渕見地区 鳥取県 若桜町 渓間工一式 55,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 明高地区 鳥取県 倉吉市 山腹工一式 30,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 豊栄地区 鳥取県 日南町 山腹工一式 32,500
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 根安地区 鳥取県 若桜町 山腹工一式 45,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 下菅地区 鳥取県 日野町 渓間工一式 10,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 津地地区 鳥取県 日野町 渓間工一式 69,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

治山事業 林地荒廃防止事業 榎市地区 鳥取県 日野町 渓間工一式 118,982
総事業費が10億円以
下のため未記入

2,401,692
小計
   （治山事業）



備考費用対効果

（工種及び数量）（地区名） （千円）

事業名

事業型 事業実施主体 関係市町村

計画期間内 計画期間内

事業箇所名 の事業内容 の総事業費工期

7 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 7

8 ～ 8

11 ～ 11

8 ～ 10

8 ～ 9

8 ～ 8

11 ～ 11

7 ～ 11

10 ～ 10

11 ～ 11

11 ～ 11

7 ～ 7

7 ～ 7

11 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 7

7 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 11

7 ～ 11

4,000

6,000

11,000

5,500

450

4,500

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

倉吉市

琴浦町

三朝町

伯耆町

日南町

日野町

点検診断一式

点検診断一式

点検診断一式

点検診断一式

点検診断一式

点検診断一式

倉吉市

琴浦町

三朝町

伯耆町

日南町

日野町

倉吉市

琴浦町

三朝町

伯耆町

日南町

日野町

森林整備事業

森林整備事業

森林整備事業

森林整備事業

森林整備事業

森林整備事業

林道点検診断・保全整備事業

林道点検診断・保全整備事業

林道点検診断・保全整備事業

林道点検診断・保全整備事業

林道点検診断・保全整備事業

林道点検診断・保全整備事業

林道点検診断・保全整備事業

森林整備事業 機能回復整備事業 八頭地区 森林組合ほか 八頭町ほか
花粉発生源植替えほ

か1式
120,857

総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業 機能回復整備事業 日野地区 森林組合ほか 日南町ほか
花粉発生源植替えほ

か1式
463,848

総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業 機能回復整備事業 倉吉地区 森林組合ほか 倉吉市ほか
花粉発生源植替えほ

か1式
23,241

総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整
備事業

篭山 鳥取県 鳥取市 林道開設一式
総事業費が10億円以
下のため未記入

智頭町 林道開設一式 80,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

210,000

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整
備事業

宝仏山１号 鳥取県 江府町 林道開設一式 330,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整
備事業

中ノ津 鳥取県

311,100
総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 西宇塚観音寺 智頭町 智頭町 改良（舗装）一式 24,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業
フォレスト・コミュニティ総合整
備事業

宝仏山２号 鳥取県 日野町 林道開設一式

7,158
総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 若桜江府 鳥取市 鳥取市 保全整備一式 3,744
総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 猪路谷 鳥取市 鳥取市 保全整備一式

4,900
調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 鳥取市 鳥取市 鳥取市 点検診断一式 18,000
調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業
鳥取市、若桜
町、智頭町、大
山町、日野町

鳥取県

鳥取市、若桜
町、智頭町、
大山町、日野

町

点検診断一式

点検診断一式

2,500
調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 八頭町 八頭町 八頭町 点検診断一式 9,000
調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 岩美町 岩美町 岩美町 点検診断一式

森林整備事業 機能回復整備事業 鳥取地区 森林組合ほか 鳥取市ほか
花粉発生源植替えほ

か1式
889,816

総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 江府町 江府町 江府町 点検診断一式 2,000
調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

24,400
調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

森林整備事業 智頭町 智頭町 智頭町 点検診断一式 12,000
調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

森林整備事業

林道点検診断・保全整備事業

若桜町 若桜町 若桜町

37,707
総事業費が10億円以
下のため未記入

森林整備事業
共生環境整備事業（絆の森整
備事業）

西伯郡大山町 鳥取県 大山町 間伐等ほか1式

合計
   （全体事業費）

5,007,413

小計
 （森林整備事業）

2,605,721



【自主的・主体的な検証（事前評価）結果】

判　定

○

○

○

○

○

○

○

○

　目標の妥当性、整備計画の効果・効率性、及び整備計画の実現可能性について、以下の観点で自主的な事前検証を行った結
果、本整備計画の内容を妥当と判断した。
　また、交付期間終了後の評価方法については、対象事業に掲げる各事業を所掌する担当課（森林・林業振興局、治山砂防課）
において、要整備森林面積、要整備山地災害危険地区数の目標値と実績値を比較することで実現状況等を評価することとする。

項　　目 自主的・主体的な検証の内容

１　目標の妥当性

上位計画等との整合性 森林整備保全事業計画との整合性が図られていること。

地域の課題への対応
本県の林業振興策、山地保全整備策及びその他抱える課題と整備計画の目標が適合して
いること。

２　計画の効果・効率性

整備計画の目標と評価指標の整合性 整備計画の目標と評価指標の整合性が図られていること。

評価指標の明瞭性 評価指標設定の考え方や定義、計算式等が明記されていること。

目標と事業内容の整合性
効率的な目標達成の観点から、対象事業に掲げた各事業の実施が必要と認められるこ
と。

地元の機運 地元関係者から事業実施への同意が確実に得られると見込まれること。

事業の効率性
対象事業に掲げた事業地区毎に、すべての効用がそのすべての費用を償うと認められる
こと。（予算補助事業は除く）

３　計画の実現可能性

円滑な事業執行の環境
周辺住民等との合意形成や市町村の協力体制など、円滑な事業執行のための環境が整え
られると見込まれること。


